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補助教材の決定に係る一考察 
―熊本県立中学校の社会科補助教材の決定をめぐる事例をとおして― 
岩 﨑 詳 二 
A Study on the Adoption of Supplementary Teaching Materials: 
Through Decision: Making in a Supplementary Textbook of Social Studies for Prefectural 










































































































































































































































 教 材        主たる教材 
 
             検定教科書（文部科学大臣の検定を経た教科用図書） 
        教科書 
             文科省著作教科書（文部科学省が著作の名義を有する教科用図書） 
 教科用図書 
 
        教科用図書（上の教科書以外の教科用図書で設置者の定めるもの） 
 
 



































































補助教材については、第２項で届出となっている。（注：下線  は筆者） 















 イ （教材の承認および届出） 
  ａ 学校教育法第34条第２項（前項の教科用図書その他の教材で有益適切なものは、
これを使用することができる）についての規定である。 
    この場合承認を受けなければならない教科用図書を例示するとおおむね次の通
りである。 
    検定教科書又は文部大臣が著作権を有する教科書のない教科科目の教材として
教科書に準じて使用する教科用図書（保健体育科における体育のいわゆる「準教科
書」等） 
  ｂ 学校の教育計画に基き、学年、学級等特定の児童、生徒集団の全員に対して、継
続的に教科書の補充用として使用させる教科用図書については届出なければなら
ない。 
    この場合届け出なければならない教科用図書を例示するとおおむね次のとおり
である。 
    補充読本、ワークブック（学習帳、練習帳、問題集）、夏休み帳等 
  ｃ 届け出を要しないものを例示すればおおむね次のとおりである。 
   (1) 学校図書館用図書、児童生徒が自由に購入する図書、参考書、新聞雑誌等 
   (2) 視聴覚教材 
   (イ) 学校放送（ラジオ、テレビ）録音テープ、レコード 
   (ロ) 教材映画フィルム、スライド、紙芝居 
   (ハ) 地図、図表、写真、絵はがき、模型、標本等 
   (ニ) 教材用ソフトウェア 
 ロ （保護者の負担） 



























































































る事務については、教育委員会に付議しなければならない。」ことになっている。（注：下線    は
筆者） 
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   県教委も「今回はレア（まれな）ケース」と話す。・・・（記事の一部抜粋） 
 (6) 2011年９月30日 
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２．渡辺孝三『学校経営管理法』学陽書房 1978年５月15日 p.207 
３．鈴木勲編著『逐条 学校教育法』第三次改訂版 学陽書房 1995年７月15日 p.63 
  渡辺孝三 前掲書 p.92 
 補助教材の決定に係る一考察 67 
  文部科学省初等中等教育局『第五次全訂 新学校管理読本』第２刷 2011年９月 p.23 
４．木田 宏『教育行政法』新版 良書普及会 1983年８月31日 ｐ.201 
５．渡辺孝三『学校管理法－学校経営の法的構造－』高陵社書店 1979年４月１日 p.5 
６．木田 宏『新訂逐条解説 地方教育行政の組織及び運営に関する法律』新訂版６刷 第一法規 1983年９月10
日 pp.222-223 
７．渡辺孝三 前掲書 p.6 
８．『教育法規大辞典』菱村幸彦・下村哲夫編 第２刷（株）エムティ出版 1994年７月20日 p.158 
９．木田宏氏は、京大法卒、昭和21年文部省採用、初等中等教育局地方課長、文部大臣官房総務課長、社会教育課
長、事務次官等の要職を歴任している。（木田宏著『教育行政法』新版 良書普及会 1983年８月31日 著者の
略歴より抜粋） 
10．木田 宏『教育行政法』新版 良書普及会 1983年８月31日 pp.200-201 
11．木田 宏 前掲書 pp.201-202 
12．文部科学省初等中等教育局『第五次全訂 新学校管理読本』第２刷 2011年９月 pp.23-24 
13．木田 宏 前掲書 p.202 
14．木田 宏『新訂逐条解説 地方教育行政の組織及び運営に関する法律』新訂版６刷 第一法規 1983年９月10
日 p.225 
15．文部省教職研究会編『全訂新版 学校経営ハンドブック』教育開発研究所 1990年２月１日 pp.27-28 
  銭谷眞美編『教育法令辞典』ぎょうせい 1997年６月10日 p.80 
16．渡辺孝三『学校経営管理法』学陽書房 1978年５月15日 pp.420-423 
17．鈴木勲編著 前掲書 p.174 
18．木田 宏 前掲書 p.152 
19．木田 宏 前掲書 p.153 
20．渡辺孝三 前掲書 p.207 
21．渡辺孝三 前掲書 p.187 
  菱村幸彦・下村哲夫編『教育法規大辞典』第２刷（株）エムティ出版 1994年７月20日 p.261 
22．『現代学校教育大辞典⑥』３版 ぎょうせい 1994年８月30日 p.370 
23.（文部科学省ホームページ http://www.mext.go.jp/bmenu/shingi/oldchukyoindex/toushin/1309420.htm） 
  教員の政治的中立性維持に関する答申（第３回答申（昭和29年１月18日）） 
  １～３ 略  






24．渡辺孝三 前掲書 p.209 
25．熊本県教育庁教育政策課監修 『教育関係者必携 平成25年度版』 第一法規 2012年８月29日 熊本県編 
p.1612  
26．熊本県教育庁教育政策課監修 前掲書 熊本県編 p.1620  
27．熊本県教育庁教育政策課監修 前掲書 熊本県編 p.1614  
28．熊本県教育庁教育政策課監修 前掲書 熊本県編 p.1623  
29．文部科学省初等中等教育局 『第五次全訂 新学校管理読本』第２刷 2011年９月 p.26 
30．鈴木勲編著 前掲書 p.175 
31．山﨑清男『〈重要用語300の基礎知識 18巻〉「教育法規重要用語300の基礎知識」』結城忠編 明治図書出版 2000
年11月 p.113 
32．木田 宏『新訂逐条解説 地方教育行政の組織及び運営に関する法律』新訂版６刷 第一法規 1983年９月10
日 p.225 
33．熊本県教育委員会ホームページ http://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/attachment/52583.pdf  
